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１．（１）青森支部事業概況（基礎データ）
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3

・事業所数は対前年度と比較して増加傾向で推移していますが、被保険者数と被扶養者数は減少傾向で推移しています。
・平均標準報酬月額は対前年度と比較して増加傾向で推移しています。

１．（１）適用関係の推移

事業所数（件） 被保険者数（人） 平均標準報酬月額（円）

対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度

平成29年度平均 18,167 5.0 444,625 0.9 271,439 2.5 173,185 -1.4 236,327 0.9

平成30年度平均 18,774 3.3 445,461 0.2 275,066 1.3 170,395 -1.6 239,733 1.4

令和元年度平均 19,269 2.6 448,632 0.7 280,404 1.9 168,227 -1.3 242,999 1.4

令和2年度平均 19,454 1.0 443,986 -1.0 279,911 -0.2 164,075 -2.5 243,600 0.2

令和2年4月 19,412 1.5 445,038 -1.0 279,889 -0.01 165,149 -2.5 243,684 1.2

令和2年5月 19,450 1.6 444,140 -1.0 280,240 -0.03 163,900 -2.6 243,459 1.1

令和2年6月 19,462 1.4 443,823 -1.0 280,085 -0.1 163,738 -2.5 243,311 1.2

令和2年7月 19,465 1.2 443,522 -1.2 279,777 -0.3 163,745 -2.7 243,651 1.1

令和2年8月 19,482 1.1 443,409 -1.1 279,564 -0.3 163,845 -2.6 243,897 1.0

事業所数(件） 加入者数(人） 平均標準報酬月額(円)
被保険者数(人） 被扶養者数(人）
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１．（１）保険給付費、加入者1人当たり医療費の推移
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・保険給付費は、令和2年4月、5月は対前年同月に比べて減少していますが、令和2年6月は対前年同月に比べて増加しています。
・加入者1人当たり医療費は、令和2年4月、5月は対前年同月比で減少していますが、令和2年6月は対前年同月に比べて増加しています。

保険給付費（百万円） 加入者１人当たり医療費（円）

対前年度 対前年度 対前年度 対前年度 対前年度

平成29年度平均 5,549 3.0 14,799 2.4 4,024 1.7 9,206 3.0 1,418 0.5

平成30年度平均 5,702 2.7 15,167 2.5 4,237 5.3 9,313 1.2 1,462 3.1

令和元年度平均 5,956 4.5 15,685 3.4 4,326 2.1 9,716 4.3 1,488 1.8

令和2年度平均 5,556 -6.7 14,638 -6.7 3,960 -8.5 9,021 -7.1 1,506 1.2

令和2年4月 5,531 -4.8 14,657 -5.2 3,862 -4.5 9,176 -6.3 1,473 0.2

令和2年5月 5,100 -10.0 13,661 -8.4 3,785 -10.7 8,344 -9.0 1,383 2.3

令和2年6月 6,037 3.7 15,596 1.7 4,232 -1.6 9,544 2.0 1,663 9.5

歯科

保険給付費

（百万円）
加入者１人当たり医療費（円）
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１．（２）令和２年度青森支部事業計画ＫＰＩ達成状況
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協会けんぽの中期計画である保険者機能強化アクションプラン（第４期）では、保険者機能について主に

以下の三つの類型に大別し、目的・目標を整理しています。

また、平成30年度以降は、保険者機能強化アクションプランを中期計画と明確に位置付けてKPIを設定する

ととともに、それを踏まえた事業計画の策定や評価を通じた改善を行うことにより、PDCAサイクルを強化する

こととしています。

保険者機能 目的 ・ 目標

基盤的保険者機能

・レセプトや現金給付の審査・支払を適正かつ効率的に行うことにより、加入者に良質なサー

ビスを確実に提供する。

・同時に、不正受給対策などによる医療費の適正化を通じて、協会けんぽの財政を含めた制

度の維持可能性を確保する。

戦略的保険者機能

事業主とも連携して、加入者の健康の維持・増進を図ること、地域の医療提供体制の在り方

にも積極的に関与すること、効率的かつ無駄のないサービスが提供されるよう働きかけを行う

こと等により、以下の内容を目指し、もって加入者・事業主の利益の実現を図っていく。

Ⅰ 医療等の質や効率性の向上

Ⅱ 加入者の健康度を高めること

Ⅲ 医療費等の適正化

組織体制の強化

基盤的保険者機能と戦略的保険者機能の本格的な発揮を確実なものとするため、人材育

成による組織力の強化を図るとともに、標準人員に基づく人的資源の最適配分や支部業績評

価による協会けんぽ全体での取組の底上げなど、組織基盤を強化していく。

保険者機能強化アクションプラン（第４期）
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KPI設定項目 青森支部KPI 令和元年度実績
令和2年度
上期実績 全国平均

１．基盤的保険者機能関係

サービススタンダードの達成状況 100％ 100％ 100％ 99.02％

現金給付等の申請に係る郵送化率 92.3％以上 90.8％ 92.7％ 94.7％

社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率 0.281％以上 0.281％ 0.268％ 0.304％

柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合 0.55％以下 0.55％ 0.54％
1.26％

（8月末現在）

日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1か月以内の保険証回収率 95.5％以上 95.1％ 95.2％ 94.4％

返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率 71.08％以上 71.08％ 50.99％ 32.97％

医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合 0.029％以下 0.029％ 0.044％ 0.096％

高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合 85.0％以上 83.1％ 80.6％
78.2％

（7月末現在）

被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率 92.0％以上 95.7％ 下期実施事業 ―

現行のオンライン資格確認システムについて、ＵＳＢを配布した医療機関における利用率 66.7％以上 50.0％ 33.3％ 55％

１．（２）令和２年度上期 青森支部 ＫＰＩ達成状況
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１．（２）令和２年度上期 青森支部 KPI達成状況
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KPI設定項目 青森支部KPI 令和元年度実績
令和2年度
上期実績 全国平均

２．戦略的保険者機能関係

生活習慣病予防健診実施率 60.0％以上 59.0％ 32.7％ 17.7％

事業者健診データ取得率 10.0％以上 9.1％ 4.7％ 2.2％

被扶養者の特定健診受診率 29.5％以上 26.0％ 7.5％ 4.4％

被保険者・被扶養者合計の健診実施率 61.5％以上 59.3％ 31.2％ -

被保険者・被扶養者合計の特定保健指導実施率 21.6％以上 18.0％ 11.0％ 20.5％

受診勧奨後３か月以内に医療機関を受診した者の割合 12.9％以上 9.3％ 11.9％ 10.9％

健康宣言事業所数 （※支部独自目標） 1200社 965社 1374社
46266社

（令和2年6月）

広報活動における加入者理解率の平均 44.6％以上 44.6％ － -

全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合 45.0％ 41.5％ 48.6％ 43.6％

ジェネリック医薬品使用割合 82.2％
81.7％

（令和2年3月分）
81.1％

（令和2年7月分）
78.5％

（令和2年7月分）

【地域の医療提供体制への働きかけ①】
他の被用者保険者との連携を含めた、地域医療構想調整会議への被用者保険者の参加率

100％ 100％ － 86.1％

【地域の医療提供体制への働きかけ②】
「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを活用した効果的な意見発信

実施 実施 － 9支部実施

一般競争入札に占める一者応札案件の割合 20％以下 22.3％ 0％ 17.1％
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２．基盤的保険者機能関係
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２．基盤的保険者機能関係

（１）サービス水準の向上

①サービススタンダードの達成状況を100％とする。

②現金給付等の申請に係る郵送化率を92.3％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

① サービススタンダードの達成状況 100％ 100％ 100％

② 現金給付等の申請に係る郵送化率 92.3％ 92.7％（9月時点） 90.8％

（※サービススタンダード＝傷病手当金などの給付金について受付から振込までを10営業日以内に完了する。）

10

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 日次（朝・夕）のミーティングで受付件数や処理可能件数、処理済み
件数などを審査者・確認者と共有し、処理遅延が発生しないように進
捗管理を徹底し、9月末までＳＳ100％を維持した。

② 4月の繁忙期対策として、任継セットを事業所へ事前に送付するなど
郵送化促進の取り組みを行い、ＫＰＩ目標を達成した。

③ 毎朝全体で「電話対応の心得・心がけ」の唱和実施や、電話対応の
自己評価及び上長評価（モニタリング）など支部をあげて取り組み、Ｃ
Ｓ向上に努めた。

④ 5月分発送分は、コロナの影響により見合わせたが、翌月には再開し、
遅延なく高額療養費の申請書を送付した。

① 現金給付の申請受付から支給までの標準期間（サービススタンダー
ド：10日間）を遵守するため、的確な進捗管理を行うとともに、定めら
れた手順による事務処理を徹底し、正確かつ迅速な支給を行う。

② 健康保険給付などの申請については、郵送による申請を促進するた
め、各種広報や健康保険委員研修会等において周知する。

③ 加入者等のご意見やお客様満足度調査の結果を受けての取り組み
を行い、更なるお客様サービスの向上を図る。

④ 高額療養費の未申請者に対し、あらかじめ申請内容を印字した支給
申請書を送付し、申請を勧奨する。
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現金給付等の申請に係る郵送化率
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２．基盤的保険者機能関係

（２）業務改革の推進に向けた取組

12

事業計画（主な重点事項） 実施状況

現金給付等の事務の標準化・簡素化・効率化を徹底し、事務マニュアル・
事務手順書に従った事務処理の徹底を図る。

・手順書に従った事務処理であるかどうか、確認者によるチェックを行っ
た。
・新たにマニュアル・手順書の徹底を図るため、勉強会を8月より実施し
た。

（３）現金給付の適正化の推進

事業計画（主な重点事項） 実施状況

①毎月開催のＰＴ会議において、上期6回18議題を付議した。
立ち入り調査は前年度中に申請をした1件が、コロナの影響を考慮し実
施せず。（下期に実施予定）

②①の立ち入り調査案件は抽出データを活用し、ＰＴ会議を経たもの。立
ち入り調査に至らなかった案件についても、事業所へ聞き取りを実施す
るなど給付適正化に努めた。（今年度も同様な取り組みを実施している）

③事務手順に従って確実に実施した。

また、労働基準監督署への再確認に関しても漏れることなく照会を実施
した。

① 不正の疑いのある事案については、支部の保険給付適正化ＰＴにて
議論を行い、事業主への立入検査を積極的に行う。また、不正の疑
われる申請について重点的に審査を行う。

② 本部から提供される「不正が疑われる事案の抽出データ」を活用し
現金給付の適正化に努める。

③ 傷病手当金と障害年金等との併給調整について、事務手順書に基
づき確実に実施する。
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２．基盤的保険者機能関係

（４）効果的なレセプト点検の推進

社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率について、対前年度以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度実績

レセプト点検の査定率 0.281％以上 0.268％ 0.281％

13

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① コロナ禍による各点検の休止の影響があったが、解除後は徐々に遅
れを取り戻しており、資格点検は通常どおりとなっている。他も通常に
近づいている。

② 毎月の査定事例から、自支部に有効な観点の取り込み・無効となっ
た観点の削除等メンテナンスをしっかり行い、点検効果・効率の向上
に努めた。

③ コロナ禍のため、上期においては、外部講師研修を実施できなかっ
たが、下期においては、感染防止策を徹底したうえで、１２月１８日に
実施予定である。

④ 毎月、若手点検員が、査定となった事案について、その疑義申し出を
提出した先輩点検員からその手法を学ぶ勉強会を実施している。

① 診療報酬が正しく請求されているか確認を行うとともに、医療費の適
正化を図るために資格・外傷・内容の各点検を実施する。

② 内容点検においては、点検効果額向上計画を策定のうえ自動点検
マスタ等のシステムを最大限活用し、点検効果額の向上に努める。

③ 点検員のスキルアップを図るため、外部講師を招いての事例研修、
医科検討会、他支部査定事例の収集・共有化を推進し、機能的な点
検体制の確立に努める。

④ 支部策定の「レセプト点検員育成計画書」に基づき、点検員スキル
の維持・向上を図る。
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レセプト点検
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機密性2

（５）柔道整復施術療養費等の照会業務の強化

柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇所3部位以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合について対前年度以下とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度上期実績 令和元年度実績

柔道整復施術療養費申請割合 0.55％以下 0.54％ 0.55％

２．基盤的保険者機能関係

15

事業計画（主な重点事項） 実施状況

①患者照会を確実に実施し、3部位15日以上（ＫＰＩ）の出現率は0.54％と
なり、 ＫＰＩ目標を達成した。
また、上期の患者照会数は689％となり、支部目標の450％を達成した。

②疑義のある施術所や疑義申請事案等は柔整審査会の中で報告し、常
に連携を図る。注意喚起文書を発出する施術所は無かった。

③毎月実施の患者照会においてパンフレットを同封した。

① 多部位（施術箇所が３部位以上）かつ頻回（施術日数が月15日以
上）及び部位ころがし（負傷部位を意図的に変更することによる過剰
受診）の申請について、加入者に対する文書照会を行う。

② 柔整審査会と連携し、必要に応じ施術管理者に施術内容の照会や
注意喚起文書を送付し適正施術の啓発に努める。

③ 加入者への照会時にパンフレットを同封し、柔道整復施術受診につ
いて適正受診の促進を図る。

（６）あんまマッサージ指圧・鍼灸施術療養費の適正化の推進

事業計画（主な重点事項） 実施状況

①あはき療養費の審査時は、同意書（再同意）を確認を確実に実施した。
さらに、コロナの影響により同意の延長などに関する事務連絡の把握に
努め適正な給付を行った。

②厚生局に情報提供する事案の発生は無かった。

① 受領委任制度導入により、文書化された医師の再同意の確認を確
実に実施する。

② 不正疑い事案については厚生局へ情報提供を行い、逐次対応状況
を確認し適正化を図る。



機密性2

（７）返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権管理回収業務の推進

16

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 保険証返納催告は、これまでの毎週１回から２回に増やし、早期返
納に至る策を講じた。また、連絡先電話番号が判明した未返納者へ
は、速やかに架電し、早期返納を促した。

② 上期は、研修会の開催頻度が低かったが、開催された機会には参加
者へ未返納の場合のデメリットを伝え、届書との同時返納の励行と、
届書未添付の場合の「証回収不能届」（連絡先電話番号記載必須）
の提出を依頼した。

③ 対象となる事業所について８月末に本部からデータ提供があり、今
後架電により、予定者については、事前に退職日での保険証返却を
促すなど、届書との同時提出について依頼する。

④ ②及び③と同様に、事業主、事務担当者に依頼した。

⑤ 年２回、年金事務所を訪問し依頼することとしており、上期は７月に
青森年金事務所（県代表）を訪問し、適用事業所に対して、資格喪失
届、被扶養者異動届提出時の保険証添付励行と届書未添付の場合
の「証回収不能届」（連絡先電話番号記載必須）の提出の周知・広報
を依頼した。

① 外部委託による保険証返納催告に加え、「被保険者証回収不能届」
を活用した電話催告等を強化する。

② 資格喪失後や被扶養者不該当後の保険証返却・回収について、医
療関係団体と連携してポスター等で広報するほか、健康保険委員
研修会等を通じ周知する。

③ 保険証未回収が多い事業所へは、文書や電話または訪問により、
資格喪失届の保険証添付について周知する。

④ 事業主、事務担当者に対し、研修会等を通じ、資格喪失届へ保険
証を添付できない場合の証回収不能届の提出と連絡先電話番号記
載の励行を、協力依頼する。

⑤ ④の励行を図るため、届の提出先である年金事務所へ定期的に協
力依頼する。

２．基盤的保険者機能関係

日本年金機構回収分も含めた資格喪失後１か月以内の保険証回収率を95.5％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度実績

保険証回収率 95.5％以上 95.2％ 95.1％



機密性2

保険証回収率
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機密性2

（７）返納金債権の発生防止のための保険証回収強化、債権管理回収業務の推進

18

２．基盤的保険者機能関係

①返納金債権（資格喪失後受診に係るものに限る。）の回収率を対前年度以上とする。

②医療給付費総額に占める資格喪失後受診に伴う返納金の割合を対前年度以下とする。

ＫＰＩ

指標 令和２年度目標 令和２年度上期実績 令和元年度実績

①返納金債権の回収率 71.08％以上 50.99％ 71.08％

②返納金の割合 0.029％以下 0.044％ 0.029％

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① コロナ禍により、戸別訪問は自粛となったが、スケジュールのとおり
文書催告、併せて電話催告を行った。弁護士名による催告は回収率
が良く、有効な手段となっている。また、納付が遅延している高額債
権（１件）について、今年度より導入の弁護士への委任による通常裁
判実施となった。

② 債権発生時の納付書送付の際に、保険者間調整のチラシを同封し
ているため、利用希望者が増加傾向にある。時間を要するが有効な
回収手段のため、これからも積極的にＰＲしていく。

③ 治療終了後の求償額が確定次第、速やかに請求書を送付し、早期
回収 に向けて折衝している。

④ 最終的な納付者が、個人であっても損保会社であったとしても、漏れ
なく請求している。

① 債権の早期回収を図るため、文書や電話または訪問による催告の
ほか、顧問弁護士名による文書催告を活用するとともに、法的手続
きによる回収の強化に努める。

② 資格喪失後受診による返納金債権については、国民健康保険との
保険者間調整スキームを積極的に活用し、安定的な回収に努め
る。

③ 交通事故等による損害賠償金債権については、損害保険会社等に
対して早期に折衝を図り、より確実な回収に努める。

④ 傷害事故や自転車事故等の加害者本人あての求償事案において
も、漏れなく適正に請求する。
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債権回収状況
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機密性2

２．基盤的保険者機能関係

（８）限度額適用認定証の利用促進

高額療養費制度に占める限度額適用認定証の使用割合を85.0％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度上期実績 平成30年度実績

限度額適用認定証使用割合 85.0％以上 80.6％ 83.1％

20

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 医療機関及び市町村窓口にリーフレットと一体になった申請書の設
置依頼を文書等にて実施する。

② 事業主や健康保険委員へのチラシやリーフレットによる広報を実施
し利用促進を図る。

① 8月に社会保険診療報酬支払基金から県内全ての医療機関に対する
発送物に設置依頼の文章を同封した。
また、市町村に対して、9月に青森市・弘前市の2市を訪問、残りの市
町村は郵送による設置依頼を行った。

① 9月に実施した初任者社会保険事務講習会（4会場）において利用促
進を依頼した。



機密性2

限度額適用認定証使用割合及び発行状況
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機密性2

２．基盤的保険者機能関係

（９）被扶養者資格の再確認の徹底

被扶養者資格の確認対象事業所からの確認書の提出率を92.0％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度上期実績 令和元年度実績

被扶養者状況確認書提出率 92.0％以上 - 95.7％

22

事業計画（主な重点事項） 実施状況

②7月に青森県社会保険労務士会を訪問し協力要請を行うとともに、同
月中に県内の社労士全員に対して郵送による協力要請を行った。

①③④は下期の事業

① 被扶養者の国内居住要件等に対応した被扶養者資格再確認を確実
に実施する。

② 回収率を高めるため、積極的に社会保険労務士の受託分の向上を
図る。

③ 無資格受診の防止ならびに高齢者医療費に係る拠出金等の適正化
に資するため、被扶養者資格確認リストの未提出事業所への提出
勧奨を確実に行う。

④ 未送達事業所については所在地調査により送達の徹底を行う。



機密性2

被扶養者資格の再確認リーフレット（一部抜粋）
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機密性2

２．基盤的保険者機能関係

（１０）オンライン資格確認の導入に向けた対応

導入済医療機関における利用率66.7％以上を目標とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度上期実績 令和元年度実績

利用率 66.7％以上 33.3％ 50.0％

24

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 国全体で実施するオンライン資格確認の円滑な施行に向けて、マイ
ナンバーカードの健康保険証利用促進のための周知等を行う。

② 導入済医療機関における利用率向上に取り組む。

① 納入告知書同封チラシに記事を掲載（4月）

メールマガジンに記事を掲載（7月）

初任者事務講習会で周知（9月）

② 新型コロナウイルス感染症への対応による医療機関の負担軽減か
ら、利用勧奨停止の指示あり。



機密性2

３．戦略的保険者機能関係
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機密性2

（１）データ分析に基づいた第２期保健事業実施計画（データヘルス計画）の着実な実施

ＫＰＩ 設定なし

ＫＰＩ

３．戦略的保険者機能関係

26

事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 「特定健診・特定保健指導の推進」、「重症化予防の対策」、「コラボ
ヘルスの取組」を基本的な実施事項とする第2期保健事業実施計画
（データヘルス計画）に基づく取組を着実かつ効果的、効率的に実施
する。

② なお、６か年計画である第２期保健事業実施計画の前半の取組を
評価（中間評価）し、後半３年はＰＤＣＡサイクルに沿って、取組の実
効性を高める。

① 第2期保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づく取組みを実施

（1）喫煙対策の推進

• 特定保健指導初回面接時に喫煙者全員に対し禁煙支援実施（コロ
ナ感染拡大防止のため4～5月は対面による面談を中止、6月より再
開）

• 受動喫煙対策「空気クリーン施設認証制度」の申請勧奨・・・認定16
事業所

（2）高血圧・糖尿病重症化予防対策の推進

• 未治療者に対する受診勧奨、糖尿病性腎症重症化予防（コロナ感染
拡大防止のため4～5月は対面による面談を中止、6月より再開）

② 下期において中間評価を実施予定



機密性2

（１）- ① 生活習慣病予防健診の受診率向上

３．戦略的保険者機能関係

生活習慣病予防健診実施率を60.0％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

生活習慣病予防健診実施率 60.0％以上 32.7％（9月末） 59.0％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

①KPI 生活習慣病予防健診 実施率 60.0％
（実施見込者数115,490人）

②健診の受診勧奨対策

• 契約健診機関の少ない地域への集合バス健診（検診車による出
張健診）を実施する。

• 「健診推進経費」を活用した受診率向上策

①生活習慣病予防健診 実施率 32.7％（実施者数：63,351人）

②健診の受診勧奨対策

• 健診案内の送付・・・新規適用事業所（354事業所）、任意継続加入者
（3,384件）、集合バス健診（234事業所）

• 契約健診機関の少ない地域等での集合バス健診（検診車による出張
健診）実施・・・7月六ヶ所村：本人37名

• 健診推進経費を活用した受診率向上策・・・6機関契約

• 前年度実績件数に青森支部の対前年度伸び率(2％※)を乗じた値を超
えた件数に対し提供（単価770円）

• 前年度閑散期（12月～2月）実績件数に青森支部の対前年度伸び率
(2％※)を乗じた値を超えた件数に対し提供（単価330円）

※ 昨年度は3％で算出していたが、令和2年度においては、コロナウイルス感染症の感染拡大に
よる受診者数への影響を考慮し、2％で算出



機密性2

被保険者 生活習慣病予防健診受診者数
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機密性2

（１）- ②事業者健診データ取得率の向上

３．戦略的保険者機能関係

事業者健診データ取得率を10.0％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

事業者健診データ取得率 10.0％ 4.7％（9月末） 9.1％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

①KPI 事業者健診データ取得率10.0％（取得見込者数：19,200人）

②事業者健診データ取得に向けた対策

• 労働局との連名による事業者健診結果提供に関する依頼文書送付

• 外部委託業者による事業者健診データ取得

• 「健診推進経費」を活用した受診率向上

①事業者健診データ取得率 4.7％（取得者数：9,067人）

②事業者健診データ取得に向けた対策

• 労働局との連名による事業者健診結果提供に関する依頼文書送付
（509事業所）

• 事業者健診結果データ取得業務委託、外部委託業者の決定

• 健診推進経費を活用した受診率向上…6機関契約
健診後、データが早期提出（受診月の翌々月末まで）され、かつ支部
の設定値を超えた1件から提供（単価660円）



機密性2

事業者健診データ取得数
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機密性2

（１）- ③ 特定健診受診率の向上

３．戦略的保険者機能関係

被扶養者の特定健診受診率を29.5％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

特定健診受診率 29.5％以上 7.5％（9月末） 26.0％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

①KPI 被扶養者の特定健診実施率 29.5％（実施見込者数： 15,010人）

②健診の受診勧奨対策

• 特定健診受診率の向上に向け、ナッジ理論等を活用した受診勧奨を
進める。

• 県内のショッピングセンターで特定健診（まちかど健診）を実施する。

• 生活習慣病予防健診を検診車で実施する際、同時に被扶養者の特
定健診を実施する。

• 「健診推進経費」を活用した受診率向上

①被扶養者の特定健診実施率 7.5％（実施者数： 3,752人）

②健診の受診勧奨対策

• まちかど健診案内の送付・・・44,948件（ナッジ理論等を活用した受診勧
奨チラシの作成、送付）

• 次年度特定健診ﾃﾞﾋﾞｭｰ年齢対象者への特定健診受診勧奨外部委託
調達（郵送型血液検査・文書による勧奨）

• コロナ感染予防に努め、ショッピングセンターで特定健診（まちかど健
診）を実施（R１：25会場→R2：29会場、10/2現在申込受付：1,884名）

• 健診推進経費を活用した受診率向上・・・4機関契約
協会主催の集団健診（まちかど健診、集合バス健診等）において、目標
値を超えた際に提供（単価209円）



機密性2

被扶養者 特定健診受診者数
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機密性2

（１）- ④ 特定保健指導の実施率の向上及び平成30年度からの制度見直しへの対応

３．戦略的保険者機能関係

被保険者・被扶養者合計実施率21.6％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

特定保健指導実施率 21.6％以上 11.0％（9月末） 26.0％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

①KPI 被保険者 特定保健指導実施率 10.7％（実施者数：1,533人）
（内訳）協会保健師実施分 6.4％（実施者数： 913人）

外部委託分 4.3％（実施者数： 620人）
被扶養者 特定保健指導実施率 29.7％（実施者数： 74人）

②保健指導の受診勧奨対策

• コロナ感染拡大により対面による保健指導の中止（4～5月）

• 積極的支援継続支援の外部委託（委託件数 532件）

• 特定保健指導対象者への利用券送付（196件）

• 保健指導推進経費を活用した実施率向上 ・・・8機関契約
特定保健指導終了者数が前年度実績を超えた際に提供（単価990
円）

①KPI 被保険者 特定保健指導実施率 22.3％（実施見込者数：5,800人）
（内訳）協会保健師実施分 11.3％（実施見込者数：2,940人）

外部委託分 11.0％（実施見込者数：2,860人）
被扶養者 特定保健指導 実施率 9.0％（実施見込者数：131人）

②保健指導の受診勧奨対策
• 特定保健指導実施率の向上に向け、ナッジ理論等を活用した利用勧

奨を進める。

• 生活習慣病予防健診委託機関における健診当日の特定保健指導実
施を推進する。

• 県内のショッピングセンターでの特定保健指導（まちかど保健指導）を
実施する。

• 保健指導推進経費を活用した実施率向上



機密性2

特定保健指導完了者数の推移
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機密性2

（１）- ⑤ 重症化予防対策の推進

３．戦略的保険者機能関係

「受診勧奨後3か月以内に医療機関を受診した者」の割合を12.9％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

特定健診受診率 12.9％以上 11.9％ 9.3％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

①未治療者に対する受診勧奨

• 事業所を通じて血圧値及び血糖値が重症域にある方に通知書を送
付し、医療機関への受診勧奨を行う。

• 生活習慣病リスクが高い方に健診結果に応じた生活習慣病の発症
予測などを情報提供し、生活習慣の改善や受診への行動変容を促す。

②糖尿病性腎症に係る重症化予防事業

• 医師会との連携協定による糖尿病性腎症重症化予防プログラムを実
施する。

①未治療者に対する受診勧奨

• コロナ感染拡大防止のため4～5月は対面による面談を中止。
5～6月、受診勧奨文書の発送中止（延期）

• 未治療者に対する受診勧奨、受診状況確認（文書・面接・電話）
個別面接時の未治療者を受診まで追跡フォロー
（二次勧奨文書発送 2,435人、面談による個別面接 388人、

電話による受診勧奨 142件）

• 生活習慣病発症予測・生活改善・受診勧奨業務、外部委託業者の決定

②糖尿病性腎症に係る重症化予防事業

• 弘前市医師会、青森市医師会との連携による糖尿病性腎症重症化予防
（連携者0名）



機密性2

糖尿病予備群

糖尿病発症

糖尿病性腎症発症と進展

糖尿病性腎症による透析導入

支部により着手・実施

○ 糖尿病性腎症患者に対してかかりつけ医と連携した
保健指導等を実施

一次勧奨：本部により実施
二次勧奨：支部により実施

・生活習慣病の重症化を防ぎ、医療費適正化及びQOLの維持を図る。
・糖尿病性腎症患者の透析導入を防ぐために主治医の指示に基づき、保健指導を行う。

未治療者への受診勧奨

○ 生活習慣病予防健診の結果をもとに、高血圧・高血糖で
治療を受けていない者に対して医療機関への受診勧奨を実

施

糖尿病性腎症患者への重症化予防

協会における糖尿病重症化予防の概要

36



機密性2

（１）- ⑥ コラボヘルスの推進、（２）ビッグデータを活用した個人・事業所単位での健康・医療データ情報提供

３．戦略的保険者機能関係

健康宣言事業所数を1,200社以上とする。

ＫＰＩ（支部独自設定）

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

健康宣言事業所数 1,200社 1,374社 965社
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

○「データヘルス計画」による協働事業や健康宣言事業所の更なる拡大により、
保健事業の実効性を高め、事業主を支援することで、従業員の健康の維持・増進
に最大限努める。また、健康宣言事業所に対するフォローアップの強化を図る。

①健康宣言未実施事業所への文書及び訪問勧奨
②健康宣言による事業所に対するインセンティブの充実および周知広報
③健康宣言事業所への事業所健康度診断書（事業所カルテ）の発行

○健診・保健指導結果やレセプトデータ、受診状況等の分析結果を活用し、効果
的な保健事業を推進する。

①事業所単位については、事業所健康度診断書（事業所カルテ）等の見える化
ツールにより提供を行う。
②個人単位については、国における検討状況を注視し、実施方法を検討する。

・民間企業との連携による健康宣言事業のPRおよび登録拡大

（6月にアクサ生命保険、損害保険ジャパン、SOMPOひまわり生命と、8月にも第
一生命保険と健康経営の普及促進を目的とした覚書を締結）

・委託業者を活用した、文書と電話による健康宣言登録勧奨を実施（7月～8月）

・初任者社会保険事務講習会で健康宣言事業の周知（9月）

・健康宣言登録事業所に対し、事業所健康度診断（事業所カルテ）の発行および、
健康情報誌「季節の健康」の配布（2回）

・生活習慣病予防健診受診の際の特典提供を周知（4月）

・北海道・東北ブロックで共同作成した好事例集の配布（4月）

・健康宣言事業所に対する取り組み状況等の確認アンケート（8月）



機密性2

健康宣言に取り組む宣言企業数の推移（コラボヘルスの推進）
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■ 協会けんぽ青森支部において健康宣言事業を実施。青森県が実施する「健康経営認定制度」や
経済団体、金融機関などと連携を図り、健康経営に取り組む企業を支援している。

令和２年９月末時点の健康宣言事業所数は1,374社。
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機密性2

（２） 広報活動による加入者等の理解促進

３．戦略的保険者機能関係

広報活動における加入者理解率※の平均について対前年度以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

加入者理解率の平均値 44.6％以上 - 44.6％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 支部ホームページやメールマガジンによるタイムリーな情報発信を
継続する。

② 自治体との共同広報の実施、自治体や関係団体との健康セミナー
等の共同開催など、連携による広報や各種メディアへの情報発信
を強化する。

③ アンケート等により、加入者・事業主から直接意見を聞くとともに、
ナッジ理論等を活用した、わかりやすく、加入者・事業主の行動変
容に結びつく広報を行う。

①紙媒体および電子媒体による広報
・全事業所に対して毎月1回、納入告知書発送時にチラシを送付
・社会保険協会が発行している広報紙「社会保険あおもり」へ健康保険に
関する記事を掲載（偶数月）

・毎月10日に健康宣言事業に関する情報等、健康づくりに関する情報を
メールマガジンで配信するとともに、ホームページでも随時更新

・健康宣言時にメールマガジン登録を推奨するなど、新規登録者募集に関
する取組を推進

②自治体（青森市・弘前市・深浦町）と連携して、被扶養者の特定健診及
びがん検診の同時受診にかかる共同広報の実施（4月）

③外部講師を活用し、ナッジ理論について講演を受けるとともに、アドバイ
スを受けながら広報物（血圧・血糖ポスター、まちかど健診案内チラシ）を
作成（講演：6月、広報物作成：6月～9月）

※加入者理解率とは、法令や協会けんぽの事業等について、どれだけ加入者に理解されているか表すものである。
インターネット調査により理解率を把握し、特に加入者に理解されていない事項について重点的に広報を行う。



機密性2

加入者を対象とした理解度調査（支部ごとの認知率（共通項目のみ／Q3を含む））
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分野②健診・保健指導

分野③その他の協会けんぽの取組

分野④協会けんぽの取組等

分野⑤医療のかかり方
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機密性2

（３） 健康保険委員を通じた加入者等の理解促進

３．戦略的保険者機能関係

全被保険者数に占める「健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数」の割合を45.0％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

「健康保険委員が委嘱されている
事業所の被保険者数」の割合

45.0％以上 48.56％ 41.5％
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

①健康保険委員の活性化のため、委員を対象とした研修会、
広報を通じた情報提供の充実を図る。

②健康保険委員表彰を実施する。

③日本年金機構や関係団体と協力・連携を図りながら、新規
適用事業所や未選任事業所に対する勧奨を行う。

④健康宣言の実施にあたり健康保険委員の登録を必須とし、
健康宣言未実施事業所への勧奨と連動した文書・訪問勧
奨を行う。

① 6月～7月に研修会を予定していたが、新型コロナウイルス
の影響により中止となったため、全健康保険委員へ研修資
料を配布（7月）

②11月17日の開催に向け、表彰対象者の選定等、準備を進め
た。

③被保険者100名以上の未選任事業所へ、文書および電話勧
奨を実施（6月）
初任者社会保険事務講習会における勧奨を実施（9月）

④委託業者を活用した、文書と電話による健康宣言登録勧奨
を実施（7月～8月）



機密性2

健康保険委員委嘱状況の推移 （健康保険委員が委嘱されている事業所の被保険者数の割合）
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機密性2

（４）ジェネリック医薬品の使用促進

３．戦略的保険者機能関係

ジェネリック医薬品使用割合を82.2％以上とする。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

ジェネリック医薬品の使用割合 82.2％以上 81.1％（令和2年7月診療分） 81.4％（令和2年3月診療分）
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 位置情報を活用したジオターゲティング広告（7月～9月）、新聞広告による周知広
報（8月）、納入告知書同封チラシ（5月）による広報を実施。

② 健康宣言事業所959件にQ&A冊子を送付（4月）するとともに、新規健康宣言登録
事業所へも随時Q&A冊子を送付。

③ 青森県立中央病院の院外処方箋FAXコーナーにて、「希望スタンプ」を押印する
広報を継続実施。

④ お薬手帳カバーを作成し、アドバイザー薬局460件に配布（8月）

⑤⑥見える化ツールを活用した、郵送による情報提供を4月に実施（院外414件、院
内149件、薬局597件） し、6月には医療機関5件および薬局5件、7月に医療機関3件
に対し訪問による情報提供を実施した。

⑦ 上期において同協議会は開催されず。

① 本部が実施するジェネリック医薬品軽減額通知サービスの効果を着実なものと
するよう、広報誌やメールマガジン、WEB広告等あらゆる媒体を活用した周知
広報を行う。

② 事業所、加入者、医療機関等へジェネリック医薬品希望シール、Ｑ＆Ａ、リーフ
レット等の配布、関係団体と連携のうえ各研修会等での説明など、きめ細かな
普及啓発を行う。

③ 青森県薬剤師会と連携して公立病院等への広報を行う。

④ 青森県薬剤師会と連携してジェネリック医薬品希望の意思表示をしたお薬手帳
カバーを作成のうえ、薬局において切り替え意思表示のツールとして使用す
る。

⑤ 新たな指標を追加したジェネリックカルテを活用し、阻害要因を分析のうえ施策
の検討などを目指す。

⑥ 個別の医療機関・調剤薬局に対する見える化ツールの活用に際しては、上記
分析の結果に基づき効果的なアプローチを行う。また、アプローチをスムーズ
にするために必要に応じて県担当部局、関係機関への働きかけを行う。

⑦ 青森県後発医薬品安心使用促進協議会へ積極的に参画し、意見発信を行う。



機密性2
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ジェネリック医薬品の使用割合
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機密性2

（５） インセンティブ制度の本格導入

３．戦略的保険者機能関係

ＫＰＩ 設定なし

ＫＰＩ
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

令和元年度の実施結果を迅速に検証し、
その後の検討につなげるとともに、引き続き、
制度の周知広報を丁寧に行う。

・メールマガジンにて周知（4月）
・納入告知書同封チラシにて周知（5月）
・研修会中止を受け、全健康保険委員あてに送
付した研修資料の中で周知（7月）



機密性2

（６） 地域の医療提供体制への働きかけや意見発信

３．戦略的保険者機能関係

① 他の被用者保険（健保連・共済組合）との連携を含めた地域医療構想調整会議の参加率を100％とする。

② 「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベース」などを活用した効果的な意見発信を実施する。

ＫＰＩ

指標 令和2年度目標 令和2年度 上期 実績 令和元年度実績

地域医療構想調整会議の参加率 100％ - 100％

「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データベー
ス」などを活用した効果的な意見発信を実施

実施 - 実施
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 2025年に向けた地域医療構想調整会議に積極的に参画、他の被用者保険
と連携した意見発信を行う。

② 地域ごとの診療行為別の標準化レセプト出現比（SCR）を分析するための
ツール等を活用し、適切な医療機能の分化・連携に向けた意見発信のため
の分析を行う。

③ 各種審議会における意見発信のほか、ホームページ等により加入者や事
業主へ意見発信を行う。

④ 地方自治体や医療関係団体等との間で医療情報の分析や保健事業にお
ける連携を強めるとともに、関係機関と共同して加入者の健康増進や医療
費の適正化、各種広報を実施するなどの連携推進を図る。

① 上期において同会議は開催されず。

② 下期に向け、分析準備中。

③ 平成30年度の医療費・健診分析結果について、評議会（7月）および健
康づくり推進協議会（9月）で報告するとともに、支部ホームページにも掲
載した（7月）

④ 包括協定に基づき、平成30年度の健診結果にかかる集計データを青
森市に提供。今後、共同分析により健康課題等の共有を図る。



機密性2

（７） 調査研究の推進

３．戦略的保険者機能関係
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事業計画（主な重点事項） 実施状況

① 協会が保有するデータを活用し、加入者の受診傾向や医療費の動向
等について地域別・職域別の分析を行い、内外にも広く情報発信を行
う。また、地域別に分析する際にはGISを活用するなど視覚効果も取り
入れる。

② 外部有識者の意見を取り入れることにより、分析の質の向上を図る。

①青森県と連携して実施した「職場の血圧・脈拍測定促進事業」の効果
検証について、協会けんぽ本部が主催する第7回調査研究フォーラム
（6月）で発表、第69回東北公衆衛生学会（7月）で口演発表した。
※調査研究フォーラムは新型コロナウイルスの影響によりウェブ上での開催。

・ 青森支部加入者の1人当たり医療費や医療機関受診率について、
GIS（地理情報システム）を活用して市町村別のマップを作成し、下北地
域は入院の受診率が高いこと、青森地域や津軽地域は外来の受診率
が高いことなどについて、評議会で報告するとともに支部ホームページ
に掲載した。（7月）

・ 業種別に医療費を比較し、「道路貨物運送業」「職別工事業」などの
業種は外来における受診率は低くなっているが、入院における受診率と
1人当たり医療費が高い傾向が見られたことなどについて支部ホーム
ページに掲載した。（7月）

②青森県立保健大学の大西先生とのアドバイザリー契約に基づき、調査
研究フォーラム及び学会発表案件について意見を聴取した（4月、5月）

ＫＰＩ 設定なし

ＫＰＩ



機密性2

４．組織体制関係
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機密性2

４．組織体制関係

（１）人事制度の適正な運用と人員配置

取組事項 実績

人員の適正配置による業務の効率化・平準化の徹底 ・各グループにおけるマニュアル等による業務プロセスの検証
や、業務部門においては、ユニット制に基づいた事務処理体制
（山崩し）により業務の効率化・平準化の徹底を図った。

（２）人事評価制度の適正な運用

取組事項 実績

組織目標・役割定義に基づく自身の役割を意識した目標の設
定と実態に即した評価の実施

・支部全体とグループ目標を連動させた個人目標を面談により
設定（4月）

・実績評価、フィードバックを実施（6月）

（３）ＯＪＴを中心とした人材育成

取組事項 実績

①OJT・集合研修・自己啓発を組合わせた研修の実施 ・全職員への研修実施（ビジネススキル：7月、個人情報保護お
よびコンプライアンス：9月）

・保健師、レセプト点検員に対する支部内研修（随時）

・グループを跨ぐジョブローテーション（4月・異動者2名）
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機密性2

４．組織体制関係

（４）費用対効果を踏まえたコスト削減等

50

取組事項 実績

①物品等の調達に当たっては競争入札を実施するとともに、消
耗品のWEB発注を活用した適切な在庫管理等により、引続

き経費の節減に努める。

②調達や執行については調達審査委員会において適切に管
理するとともに、ホームページに調達結果等を公表し透明性
の確保に努める。

③調達における競争性を高めるため、支部ホームページ等を
活用して広く周知を図るほか、十分な公告期間や履行期間
を設定するなど一者応札案件の減少に努める。

④一者応札となった入札案件については、入札説明書を取得
したが入札に参加しなかった業者に対するアンケート調査等
を実施し、次回の調達改善につなげる。

■KPI ： 一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、
20％以下とする。

①一般競争入札実施（7件）、消耗品のWeb発注と消耗品受払
簿による在庫管理を実施（通年）

②調達審査委員会は4回実施。調達結果は全てホームページ
へ公表。

③ホームページにおける調達情報の周知、昨年度応札業者等
への声掛け等により入札参加事業者の確保に努めた

④上期において一者応札案件はなかったが、入札不参加事業
者に対するアンケートは1件実施。

■KPI ： 一般競争入札に占める一者応札案件の割合・・・0％
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（６）リスク管理

取組事項 実績

大規模自然災害や個人情報保護・情報セキュリティ事案への
対応など、より幅広いリスクに対応できるリスク管理体制の強
化を図る。

・安否確認システムによる模擬訓練を実施。（6月）
・支部初動対応マニュアルを整備し、幹部職員に周知。（9月）

（７）ペーパーレス化の推進

取組事項 実績

戦略的保険者機能の発揮には、一層の事務効率化による適切
な人員配置が求められることから、支部におけるペーパーレス
化の推進のための検討を進める。

・ペーパレス化の指標として、A4およびA３コピー用紙の使用状
況を前年度と比較。今年度上期は前年度上期と同等の使用
状況。

（５）コンプライアンス、個人情報保護等の徹底

取組事項 実績

業務マニュアル等統一的処理ルールの順守と徹底、個人情報
保護や情報セキュリティに関する規程等の順守、アクセス権限
パスワードの適切な管理

・統一的処理ルールの順守・徹底、青森支部コンプライアンス
マニュアルの読み合せ（毎月）。

・個人情報保護管理委員会を2回、コンプライアンス委員会を5
回開催のほか、月例会議にて情報セキュリティを含めコンプラ
イアンス実践状況の進捗確認を実施。


